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 平成 27年 12月 16日に自由民主党から平成 28年度税制改正の大綱が発表されました。 

主な改正内容は以下の通りとなります。 

 

税

法 

項目 改正案の内容 

法
人
税 

法人税率の引き下げ 

現行 23.9％の法人税率を平成 28 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度につい

て 23.4％、平成 30年 4月 1日以後に開始する事業年度について 23.2％とす

る。 

繰越欠損金 

平成 27 年度税制改正において講じた繰越欠損金制度における控除限度額の

段階的な引き下げ措置について、以下の表の通りとする。 

また、繰越期間を 10 年（現行：9 年）に延長する措置については、平成 30

年 4月 1日から施行し、同日以後に開始する事業年度において生ずる欠損金

額について適用する。 

平成 27年度税制改正後 改 正 案 

事業年度開始日 控除限度割合 事業年度開始日 控除限度割合 

平成 27年 4月～ 

平成 29年 3月 
65% 

平成 27年 4月～ 

平成 28年 3月 
65% 

平成 28年 4月～ 

平成 29年 3月 
60％ 

平成 29年 4月～ 50% 

平成 29年 4月～ 

平成 30年 3月 
55% 

平成 30年 4月～ 50％ 

減価償却 

（定額法の拡充） 

平成 28 年 4 月 1 日以後に取得する建物附属設備及び構築物の償却の方法に

ついて、定率法を廃止し定額法とする。（所得税についても同様とする） 

 



所
得
税
・
住
民
税 

空家に係る特別控除 

相続の開始の直前において被相続人の居住の用に供されていた一定の家屋及

び土地等を相続により取得した個人が、平成 28 年 4 月 1 日から平成 31 年

12 月 31 日までの間に、一定要件を満たす譲渡（相続の開始があった日以後

3年を経過する日の属する年の 12月 31日までの譲渡とし、対価の額が 1億

円を超えるものを除く）をした場合には、居住用財産の譲渡所得の 3,000 万

円特別控除を適用することができることとする。 

延長 

（１） 特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特

例の適用期限を 2年延長する。 

（２） 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等の適用期限を 2

年延長する。 

（３） 特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等の適用期限を 2年延長する。 

消
費
税 

軽減税率 

消費税の軽減税率制度を、平成 29 年 4 月 1 日から導入する。あわせて、複

数税率制度に対応した仕入税額控除の方式として、インボイス制度を平成 33

年 4月 1日から導入する。 

軽減税率の対象となる課税資産の譲渡等は次のとおりとし、軽減税率は

6.24%（地方消費税と合わせて 8％）とする。 

（１） 飲食料品の譲渡（外食サービスを除く） 

（２） 定期購読契約が締結された週 2回以上発行される新聞の譲渡 

今
後
の
動
向 

検討事項 

（非上場株式の評価） 

取引相場のない株式の評価について、企業の組織形態が業種や規模、上場・

非上場の別により多様であることに留意しつつ、相続税法の時価主義の下で、

比較対象となる上場会社の株価並びに配当、利益及び純資産という比準要素

の適切なあり方について早急に総合的な検討を行う。 

検討事項 

（中小法人課税） 

資本金 1 億円以下の法人に対して一律に同一の制度を適用していることの妥

当性について検討を行う。資本金以外の指標を組み合わせること等により、

法人の規模や活動実態等を的確に表す基準に見直すことについて検討する。 

 

[ 担当：川口修司 樫木智幸 ] 


